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伊勢市公印規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和５年６月 14 日

伊勢市長 鈴 木 健 一
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」 」

伊勢市規則第 47 号

伊勢市公印規則の一部を改正する規則

伊勢市公印規則（平成 17 年伊勢市規則第７号）の一部を次のように改正

する。

別表市長印の部 の項中

附 則

この規則は、令和５年６月 20 日から施行する。

戸籍住民課長 １ 戸籍住民課長 ２

「

を

「

に改め、

同表市長職務代理者印の部 の項中「10」を「11」に改める。
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伊勢市告示第 124 号

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 46 条第１項の規定により、指定

居宅介護支援事業者を指定したので、同法第 85 条第１号及び介護保険法

施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 133 条の２の規定により、次の

とおり告示します。

令和５年６月１日

伊勢市長 鈴 木 健 一

記

１ 指定居宅介護支援事業者の名称

合同会社いぶき

２ 指定に係る事業所の名称及び所在地

名 称 あおぞらケアプランセンター

所在地 伊勢市朝熊町 1918 番地 12

３ 指定の年月日

令和５年６月１日

４ サービスの種類

居宅介護支援
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伊勢市告示第125号

令和５年度分国民健康保険料について、伊勢市国民健康保険条例（平成

17年伊勢市条例第101号）第14条第１項、第18条の５第１項及び第18条の14

第１項の保険料率並びに第22条第１項各号、同条第３項及び同条第４項に

おいて準用する同条第１項各号に定める額を、次のとおり決定しましたの

で、同条例第14条第３項（第22条第２項において準用する場合を含む。）、

第18条の５第３項（第22条第３項において準用する場合を含む。）及び第18

条の14第３項（第22条第４項において準用する場合を含む。）の規定により

告示します。

令和５年６月１日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 国民健康保険条例第14条第１項の保険料率

(1) 所得割

(2) 被保険者均等割 20,700円

(3) 世帯別平等割

特定世帯以外の世帯 14,400円

特定世帯 7,200円

特定継続世帯 10,800円

２ 国民健康保険条例第18条の５第１項の保険料率

(1) 所得割

(2) 被保険者均等割 11,400円

(3) 世帯別平等割

5.66
100

3.32
100
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特定世帯以外の世帯 7,800円

特定世帯 3,900円

特定継続世帯 5,850円

３ 国民健康保険条例第18条の14第１項の保険料率

(1) 所得割

(2) 被保険者均等割 11,600円

(3) 世帯別平等割 5,800円

４ 国民健康保険条例第22条第１項第１号ア及びイの額

ア 被保険者均等割の保険料率に─を乗じて得た額 14,490円

イ 世帯別平等割の保険料率に─を乗じて得た額

特定世帯以外の世帯 10,080円

特定世帯 5,040円

特定継続世帯 7,560円

５ 国民健康保険条例第22条第１項第２号ア及びイの額

ア 被保険者均等割の保険料率に─を乗じて得た額 10,350円

イ 世帯別平等割の保険料率に─を乗じて得た額

特定世帯以外の世帯 7,200円

特定世帯 3,600円

特定継続世帯 5,400円

６ 国民健康保険条例第22条第１項第３号ア及びイの額

ア 被保険者均等割の保険料率に─を乗じて得た額 4,140円

イ 世帯別平等割の保険料率に─を乗じて得た額

特定世帯以外の世帯 2,880円

特定世帯 1,440円

特定継続世帯 2,160円

７ 国民健康保険条例第22条第３項において準用する同条第１項第１号ア

７

10
７

10

５

10
５

10

２

10

２

10

2.88
100
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及びイの額

ア 被保険者均等割の保険料率に─を乗じて得た額 7,980円

イ 世帯別平等割の保険料率に─を乗じて得た額

特定世帯以外の世帯 5,460円

特定世帯 2,730円

特定継続世帯 4,095円

８ 国民健康保険条例第22条第３項において準用する同条第１項第２号ア

及びイの額

ア 被保険者均等割の保険料率に─を乗じて得た額 5,700円

イ 世帯別平等割の保険料率に─を乗じて得た額

特定世帯以外の世帯 3,900円

特定世帯 1,950円

特定継続世帯 2,925円

９ 国民健康保険条例第22条第３項において準用する同条第１項第３号ア

及びイの額

ア 被保険者均等割の保険料率に─を乗じて得た額 2,280円

イ 世帯別平等割の保険料率に─を乗じて得た額

特定世帯以外の世帯 1,560円

特定世帯 780円

特定継続世帯 1,170円

10 国民健康保険条例第22条第４項において準用する同条第１項第１号ア

及びイの額

ア 被保険者均等割の保険料率に─を乗じて得た額 8,120円

イ 世帯別平等割の保険料率に─を乗じて得た額 4,060円

11 国民健康保険条例第22条第４項において準用する同条第１項第２号ア

及びイの額

５

10
５

10

７

10
７

10

２

10
２

10

７

10
７

10
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ア 被保険者均等割の保険料率に─を乗じて得た額 5,800円

イ 世帯別平等割の保険料率に─を乗じて得た額 2,900円

12 国民健康保険条例第22条第４項において準用する同条第１項第３号ア

及びイの額

ア 被保険者均等割の保険料率に─を乗じて得た額 2,320円

イ 世帯別平等割の保険料率に─を乗じて得た額 1,160円

５

10
５

10

２

10
２

10
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伊勢市告示第 126 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

神社港自治会から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定

により告示します。

令和５年６月５日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 代表者の氏名及び住所

変更前 濵 村 秀 男

伊勢市神社港 357 番地

変更後 古 川 万

伊勢市神社港 294 番地 86
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伊勢市告示第 127 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

八日市場町会から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定

により告示します。

令和５年６月５日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 岩 村 憲 一

伊勢市八日市場町 10 番８号

変更後 鎌 田 明 彦

伊勢市八日市場町 16 番 15 号
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伊勢市告示第 128 号

子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 36 条の規定による同

法第 27 条第１項の確認の辞退があったので、同法第 41 条の規定に基づき、

次のとおり告示します。

令和５年６月６日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 確認の辞退の年月日

令和３年３月 31 日

２ 辞退した特定教育・保育施設

設置者の名称 施設の名称 施設の所在地 施設の種類

１ 伊勢市
伊勢市立保育

所あけぼの園

伊勢市小俣町明

野 1653 番地
保育所

２ 伊勢市
伊勢市立高城

保育園

伊勢市二見町今

一 色 874 番 地

398

保育所
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伊勢市告示第 129 号

子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 36 条の規定による同

法第 27 条第１項の確認の辞退があったので、同法第 41 条の規定に基づき、

次のとおり告示します。

令和５年６月６日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 確認の辞退の年月日

令和４年４月１日

２ 辞退した特定教育・保育施設

設置者の名称 施設の名称 施設の所在地 施設の種類

１ 伊勢市
伊勢市神社幼

稚園

伊 勢 市 神社 港

295 番地 20
幼稚園
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伊勢市告示第 130 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

馬瀬町内会から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定に

より告示します。

令和５年６月８日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更後 林 卓 生

伊勢市馬瀬町 743 番地１

変更後 中 北 譲

伊勢市馬瀬町 666 番地２
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伊勢市告示第 131 号

令和５年４月 12 日及び令和５年４月 19 日に専決処分をした令和５年度

補正予算の要領は、次のとおりです。

令和５年６月８日

伊勢市長 鈴 木 健 一

14



令和５年度 伊勢市一般会計補正予算（第２号） 

 

令和５年度 伊勢市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる｡ 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ、１２５，０００千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ、５３，２８３，１２１千円とする｡ 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による｡ 
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第　１　表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

  １　歳　入 （単位：千円）

款 項

17 国庫支出金 8,498,499 125,000 8,623,499 

2 国庫補助金 1,998,161 125,000 2,123,161 

53,158,121 125,000 53,283,121 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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  ２　歳　出 （単位：千円）

款 項

3 民生費 21,497,671 125,000 21,622,671 

3 児童福祉費 7,782,212 125,000 7,907,212 

53,158,121 125,000 53,283,121 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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令和５年度 伊勢市一般会計補正予算（第３号） 

 

令和５年度 伊勢市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる｡ 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ、４９３，０００千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ、５３，７７６，１２１千円とする｡ 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による｡ 
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第　１　表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

  １　歳　入 （単位：千円）

款 項

17 国庫支出金 8,623,499 323,391 8,946,890 

2 国庫補助金 2,123,161 323,391 2,446,552 

21 繰入金 3,823,106 169,609 3,992,715 

1 基金繰入金 3,743,019 169,609 3,912,628 

53,283,121 493,000 53,776,121 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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  ２　歳　出 （単位：千円）

款 項

3 民生費 21,622,671 493,000 22,115,671 

1 社会福祉費 6,705,969 493,000 7,198,969 

53,283,121 493,000 53,776,121 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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伊勢市告示第 132 号

伊勢市議会定例会を次のとおり招集します。

令和５年６月 12 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 招集の日時 令和５年６月 19 日（月） 午前 10 時

２ 招集の場所 伊勢市議会議場
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伊勢市選挙管理委員会告示第 19号

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）の規定による直接請求、市町村の合併の特例

等に関する法律（平成 16年法律第 59号）の規定による合併協議会設置の請求及び地

方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）の規定による解職

請求に必要な選挙権を有する者の数は、次のとおりです。

令和５年６月１日

伊勢市選挙管理委員会

委員長 竜 田 節 夫

記

１ 地方自治法第 74条第１項及び同法第 75条第１項並びに市町村の合併の特例に

関する法律第４条第１項及び同法第５条第１項に規定する選挙権を有する者の総

数の 50分の１の数

2,071 人

２ 市町村の合併の特例に関する法律第４条第 11項及び同法第５条第 15 項に規定

する選挙権を有する者の総数の６分の１の数

17,257 人

３ 地方自治法第 76条第１項、同法第 80 条第１項、同法第 81 条第１項及び同法第

86条第1項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律第８条第１項に規定

する選挙権を有する者の総数の３分の１の数

34,514 人

（参考）永久選挙人名簿登録者総数 103,542 人
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伊勢市農業委員会告示第８号

伊勢市農業委員会第 210 回総会を次のとおり招集します。

令和５年６月７日

伊勢市農業委員会

会長 森川 正弘

１ 招集の日時 令和５年６月 15日（木）午後２時

２ 招集の場所 伊勢市 御薗公民館 ２階 講堂

３ 付議すべき事項

議案第１号 農地法第３条の規定による許可申請について

議案第２号 農地法第４条の規定による許可申請について

議案第３号 農地法第５条の規定による許可申請について

議案第４号 非農地証明願について

議案第５号 伊勢市農用地利用集積計画について（農林水産課提案）
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伊勢市公告第 34 号

農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律（令和４年法律第 56

号）附則第５条第１項の規定に基づき、次のように農用地利用集積計画を

定めましたので、同項の規定により公告します。

令和５年６月１日

伊勢市長 鈴 木 健 一

「次」は省略し、その関係書類を伊勢市産業観光部農林水産課に備え置

いて縦覧に供します。
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伊勢市公告第 35 号

伊勢市営住宅管理条例（平成 17 年伊勢市条例第 163 号）第４条の規定

により、入居者の募集を次のとおり行います。

令和５年６月２日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 申込期間

(1) 一般向市営住宅（随時募集以外）・高齢者向市営住宅

令和５年６月２日（金曜日）から６月 15 日（木曜日）まで（土曜日

及び日曜日を除く。）

午前８時 30 分から午後５時まで（月曜日は、午前８時 30 分から午

後７時まで）

(2) 一般向市営住宅（随時募集）

令和５年６月２日（金曜日）から入居者が決定するまで（土曜日、

日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定

する休日を除く。）

午前８時 30 分から午後５時 15 分まで

２ 申込場所

(1) 一般向市営住宅（随時募集以外）・高齢者向市営住宅

伊勢市営住宅等管理事務所（ＦＥ住宅管理共同企業体）

伊勢市吹上２丁目８番 23 号

(2) 一般向市営住宅（随時募集）

伊勢市都市整備部住宅政策課
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伊勢市岩淵１丁目７番 29 号

３ 募集住宅及び戸数

(1) 一般向市営住宅（随時募集以外）

(2) 高齢者向市営住宅

(3) 一般向市営住宅（随時募集）

※１ ＰＣ：コンクリート板プレハブ造 ＲＣ：鉄筋コンクリート造

※２ 入居後、４(5)の収入基準を超えた場合は、記載の上限額を超える

団地名 所在地
構造

※１
階数 部屋数 戸数 単身

家賃

※２

倭Ａ団地 倭町 40 番地
PC 造
４階建

１階 ３DK １ ×
14,100 円～

27,800 円

倭隠岡団地 倭町 19 番地１
RC 造
４階建

１階 ３DK 1 ×
20,700 円～

40,700 円

浦口団地
浦口４丁目 28

番５号

RC 造

３階建
３階 ３DK １ ×

20,500 円～

40,200 円

宮中横団地
浦口４丁目 32

番 36 号

RC 造

３階建

１階 ２DK １ ○
17,100 円～

33,600 円

２階 ３DK １ ×
22,300 円～

43,800 円

二俣団地
二俣３丁目 10

番 12 号

RC 造

３階建
１階 ２DK １ 〇

17,800 円～

34,900 円

旭団地 旭町 49 番地１
RC 造

４階建

２階 ２DK １ 〇
16,500 円～

32,400 円

２階 ３DK １ ×
21,600 円～

42,400 円

団地名 所在地
構造

※１
階数 部屋数 戸数 単身

家賃

※２

リバーサイド

せせらぎ

小俣町宮前

31 番地２

RC 造

６階建

２階 ２DK １ 〇
19,700 円～
38,600 円

６階 ２DK １ 〇
19,700 円 ～
38,600 円

団地名 所在地
構造

※１
階数 部屋数 戸数 単身

家賃

※２

万所団地
辻久留３丁目

20 番 44 号

RC 造

３階建

２階 ２DK １ 〇
16,800 円～

33,000 円

１階 ３DK １ ×
22,000 円～

43,100 円
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場合があります。

４ 申込資格

(1) 伊勢市内に住所又は勤務場所があること。

(2) 現在、住宅に困っていることが明らかであること。

(3) 入居する全員が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に該当する者）で

ないこと。

(4) 市区町村税を完納していること。

(5) 収入基準（月額）が 158,000 円以下であること。

ただし、高齢者のみ又は高齢者と 18 歳未満の者のみの世帯、障害者

等がいる世帯及び小学校就学前の子どもがいる世帯は、214,000 円以

下となります。

・収入基準（月額）・・・入居者全員の所得金額から定められた額を控

除した後、12 箇月で除した額

(6) 申し込む住宅に応じて次の条件に該当すること。

ア 一般向市営住宅

現在同居している、又は同居しようとする親族（内縁関係者（パ

ートナーを含む。）及び婚約者を含む。）がいること。

・親族・・・・・６親等内の血族、配偶者及び３親等内の姻族

・内縁関係者・・住民票に『未届の夫』又は『未届の妻』の記載

がある者

・パートナー・・三重県パートナーシップ宣誓制度実施要綱に基

づくパートナーシップ宣誓書受領証又はパートナ

ーシップ公正証書等受領証の交付を受けた者

・婚約者・・・・契約日までに、婚姻ができる者

ただし、次のいずれかに該当する場合は、３Ｋ以下の住宅に限り
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単身で申し込むことができます。

(ｱ) 60 歳以上の者

(ｲ) 身体障害者（障害の程度が、１級から４級までの者）

(ｳ) 精神障害者（障害の程度が、１級から３級までの者）

(ｴ) 知的障害者（障害の程度が、(ｳ)の程度に相当する者）

(ｵ) 戦傷病者（障害の程度が、恩給法（大正 12 年法律第 48 号）の

特別項症から第６項症までの者又は第１款症の者）

(ｶ) 原子爆弾被爆者（原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律

（平成６年法律第 117 号）第 11 条第１項の認定を受けた者）

(ｷ) 中国残留邦人等（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第 30 号）第２条第１項に該当する者）

(ｸ) 生活保護者（生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第６条第１

項に該当する者）

(ｹ) 海外からの引揚者（引揚げ後５年を経過していない者）

(ｺ) ハンセン病療養所入所者等（ハンセン病療養所入所者等に対す

る補償金の支給等に関する法律（平成 13 年法律第 63 号）第２条

に該当する者）

(ｻ) ＤＶ被害者（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関

する法律（平成 13 年法律第 31 号）による一時保護者若しくは保

護終了日から５年を経過していない者又は保護命令の申立てを行

っている者であって保護命令発効から５年を経過していない者）

イ 高齢者向市営住宅

次のいずれにも該当すること。

(ｱ) 60 歳以上の単身世帯、いずれか一者が 60 歳以上の夫婦※のみの

世帯又はいずれもが 60 歳以上である親族からなる世帯
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※ 夫婦・・・配偶者同士のみ（内縁関係者（パートナーを含む。）

及び婚約者を含む。）

(ｲ) 自炊が可能な程度の健康状態であるが、身体機能の低下等が認

められる、又は高齢等のため、独立して生活するには不安がある

と認められる世帯

(ｳ) 住宅困窮度が高く、家族等による援助が困難な世帯

５ 申込方法

(1) 一般向市営住宅（随時募集以外）・高齢者向市営住宅

伊勢市営住宅等管理事務所で配付される市営住宅入居申込用紙に必

要事項を記入し、世帯全員の住民票の写し、所得証明書及び税の完納

証明書等の必要書類を添付の上、２(1)の申込場所に持参してください。

なお、随時募集と重複して申し込むことは、できません。

(2) 一般向市営住宅（随時募集）

伊勢市都市整備部住宅政策課で配付される市営住宅入居申込用紙に

必要事項を記入し、世帯全員の住民票の写し、所得証明書及び税の完

納証明書等の必要書類を添付の上、２(2)の申込場所に持参してくださ

い。

６ 入居者の選考方法

(1) 一般向市営住宅（随時募集以外）・高齢者向市営住宅

入居資格を確認した後、申込者数が募集数を上回った場合は、公開

抽選を行います。

ア 日 時 令和５年７月８日（土）

※ 受付は、午後１時 30 分から午後１時 55 分まで（時間厳守）

※ 入居抽選会及び説明会は、午後２時から午後４時 30 分頃まで

イ 場 所 いせシティプラザ ２階多目的ホール

(2) 一般向市営住宅（随時募集）
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必要書類を提出していただいた方から、先着順にその内容を審査し、

入居者を決定します。

７ 入居時期

令和５年８月１日以降

８ 問合せ先

伊勢市営住宅等管理事務所（ＦＥ住宅管理共同企業体）

電話 0596-63-8379

伊勢市都市整備部住宅政策課

電話 0596-21-5596
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伊勢市公告第 36 号

伊勢市ふるさと未来づくり条例（平成 26 年伊勢市条例第 38 号）第９条

第１項の規定により、城田地区まちづくり協議会から次のとおり変更の届

出があったので、同条第２項の規定により公告します。

令和５年６月５日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名

変更前 池 山 実

変更後 谷 口 尚
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伊勢市公告第 37 号

都市公園の供用開始について

都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号）第２条の２の規定により、次のよ

うに都市公園の供用を開始します。

令和５年６月７日

伊勢市長 鈴 木 健 一

供用開始の期日 令和５年６月７日

供用開始の都市公園を表示した図面を縦覧する場所及び期間

縦覧する場所 伊勢市都市整備部維持課

縦覧する期間 公告の日から２週間

名 称 位 置 区 域(㎡)

東新村北部公園 伊勢市小俣町新村 322 番 14 123
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伊勢市情報公開条例（平成 17 年伊勢市条例第 19 号）第 20 条の規定に基づき、

令和４年度（令和４年４月１日から令和５年３月 31 日までの間に請求のあったも

の）における公文書の公開等についての実施状況を、次のとおり公表します。

令和５年６月 15 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 公文書公開請求の状況

令和４年度における公文書公開請求件数は、156 件でした。

（単位：件）

２ 公文書公開請求の実施機関別状況

令和４年度の公文書公開請求の実施機関別状況については、市長 146 件、病

院事業管理者１件、消防長７件、農業委員会４件、固定資産評価審査委員会１件

でした。

なお、１件の請求に対して複数の所属が対応する場合があったので、請求件数

より多くなっています。

（単位：件）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10 月 11 月 12 月 1 月 2月 3 月 合計

請求 ８ ８ 15 ８ ８ ６ 17 19 13 13 33 ８ 156

実施機関名 件数 実施機関名（市長部局以外） 件数

市

長

検査室 ４ 病院事業管理者 １

総務課 ２ 消防長 ７

職員課 １ 農業委員会 ４

課税課 ３ 固定資産評価審査委員会 １

企画調整課 １

文化政策課 １

市民交流課 １

戸籍住民課 ３

人権政策課 １

環境課 １

ごみ減量課 １

監理課 17

都市計画課 23

交通政策課 １

基盤整備課 １

維持課 67

用地課 14

住宅政策課 １
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３ 公文書公開請求の決定状況

(1) 決定状況

公文書公開請求に対するその決定状況は、公開 21 件、部分公開 68 件、請

求却下 58 件、取下げが 12 件でした。

なお、１件の請求に対して複数の決定をする場合があったので、請求件数よ

り多くなっています。

（単位：件）

(2) 部分公開・非公開・請求却下理由別内訳

部分公開、非公開又は請求却下となった理由は次のとおりです。

なお、１件の請求に対して複数の理由のものがありました。

（単位：件）

４ 審査請求の処理状況

公文書の公開請求に対し、実施機関が行う諾否の決定に対し、審査請求ができ

るようになっていますが、令和４年度に伊勢市情報公開・個人情報保護審査会に

おいて、１件の審査請求について処理を行いました。

下水道建設課 ２

小俣生活福祉課 １

計 20課（室） 146 計 13

合 計 159

区 分 請 求 公 開 部分公開 非公開
請求

却下
拒否 小計 取下げ 合計

件 数 156 21 68 ０ 58 ０ 147 12 156

非 公 開 理 由 等 部分公開 非公開
請求却下

（拒否）
合計

個人情報（第９条第１号） 60 ０ 60

法人等情報（第９条第２号） 11 ０ 11

国等との協力関係情報（第９条第３号） ３ ０ ３

意思形成過程情報（第９条第４号） ０ ０ ０

事務事業の執行情報（第９条第５号） １ ０ １

公共の安全、秩序維持情報（第９条第６号） ４ ０ ４

任意提供情報（第９条第７号） ０ ０ ０

合議制機関情報（第９条第８号） ０ ０ ０

法令秘情報（第９条第９号） ０ ０ ０

請求拒否（第 12 条） ０ ０

請求対象とならない公文書 ０ ０

公文書特定不可能 ０ ０

公文書不存在 58 58

合 計 79 ０ 58 137
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５ その他の処理状況

令和４年度に伊勢市情報公開・個人情報保護審査会への情報公開制度の運用

に関する諮問はありませんでした。
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